
0

人件費（理論値）②　（千円） 271 346 454

トータルコスト①＋②　（千円） 55,844 71,420 93,797

単位当たりコスト　（円） 1,410 1,845 2,436

目標達成率　（％） 104 103 106

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、一時預かり事業を行う施設に業務を委託し、事業実績に基づき年度末等 就労の有無等の保育要件に関わりなく全ての子育て家庭
に委託料を支払うものであり、定例的な事務であるため、業務フローに改善の余地 が利用できる一時預かり事業は、保護者の傷病・入院等
等はない。 への対応や育児等に伴う心理的・肉体的負担軽減等のた

めに必要な事業である。子ども・子育て支援事業計画に
基づき、必要量の確保に務める。

効率性 １ 達成度 ３

説明
令和元年１０月から実施されている幼児教育無償化により事業費が増加している（
令和元年度は半年間の影響、２年度は１年間の影響）ことから、効率性は低い状態
である。
また、２年度については、新型コロナウイルス

　

感染症の影響により利

令

用者の減少も
あった。

和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110401 一時預かり事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 沼田　多加志

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

1歳から就学前で集団保育が可能な児童を保育している保護者（幼稚園型については、原則在籍園児に限る。）
対象

事業内容 私立保育園、認定こども園、管内管外幼稚園で実施

・

活動手段

目的 一時的に保育が必要な事由が発生した際に保育サービスが利用できる。		

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 一時預かり延べ利用人数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

39,607 38,702 38,502

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 一時預かり延べ利用人数／1歳～5歳の児童数の割合 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 810

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 810 810 810

実績値 841 835 861

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 55,573 71,074 93,343

国 14,944 19,173 25,042

上記「事業費 特定財源 都 21,634 39,327 47,615

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 18,995 12,574 20,686
一般財源

一般財源 0 0



財源 特定財源に伴う一般財源 2,989 3,065 3,044
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 2,669 2,729 2,720

トータルコスト①＋②　（千円） 11,128 11,380 11,344

単位当たりコスト　（円） 11,128,000 11,380,000 11,344,000

目標達成率　（％） 82 84 26

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、病児保育事業を行う施設業務を委託し、事業実績に基づき委託料を支払 病気の回復前または病気回復期であるが集団保育が困難
うものであり、定例的な事務であるため、業務フローの改善の余地等はない。 な時期に保育を行うことで、保護者の子育てと就労の両

立を支援するとともに、児童の健全な育成に寄与するも
のである。今後は、病児・病後児保育施設を積極的に情
報提供し、子育て家庭が必要な時に利用できるよう、努
めていく。令和元年１０月から実施された幼児教育無償
化により歳出額が若干増加するが、ほとんど影響はない

　

。

効率性 ３ 達成度 １
新

令

型コロナウイルスの影

和

響により病児病後児保

3

育施設の
説明

利用を控

年

える傾向がみられた。

度

この影響が長期化した

事

場
令和２年度は、新型

務

コロナウイルスの影響

事

により病児病後児保育

業

施設の利用を控え 合に

評

、施設の運営について

価

補助や補填を検討する

表

事態も
る傾向がみられ

(

た。事業の委託料につ

令

いては、国庫補助の単

和

位に合わせているため

2

考えられる。　
大幅な

年

減少はないが、利用者

度

は激減している。

振り返り)
新規/継続

事務事業名 110402 病児・病後児保育事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 沼田　多加志

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 ■ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

病中又は病気の回復期にあり、集団保育が困難な１歳以上小学校３年生までの児童
対象

事業内容 医療法人社団健智会・さいわい町診療所に隣接する「こども静養室　めぐのへや」で実施。保育のデイリープロ

・ グラムを立てて一日を快適に過ごせるようにしている。利用に際して診察が条件となっており、昼には医師の回

活動手段 診がある。

目的 保護者の子育てを支援するとともに児童の健全な育成を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 病児・病後児保育を実施した施設数 単位 施設

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 1 1

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 病児・病後児保育を利用した延べ児童数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 200 200 200

実績値 163 167 52

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 8,459 8,651 8,624

国 2,483 2,547 2,538

上記「事業費 特定財源 都 2,987 3,039 3,042

（実績額）」に その他 0 0 0

係る



） 2,651 2,801 2,956

国 883 933 985

上記「事業費 特定財源 都 883 933 985

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 885 935 986
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 2,163 2,280 2,326

トータルコスト①＋②　（千円） 4,814 5,081 5,282

単位当たりコスト　（円） 6,018 2,217 4,581

目標達成率　（％） 86 － 114

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業に関しては、現行の業務手順及び制度にて不都合が起きておらず、業務フロ 令和２年度は市広報や子育て支援だより等の刊行物及び
ーの改善及び制度改正については特に検討する必要はないと考える。 ホームページによる市民周知を行った。また、積極的な

窓口や電話対応による情報提供（相談）を行うとともに
、関係機関との連絡調整等も行ってきた。
令和３年度以降についても、情報収集・提供を継続して
実施し、ニーズに応じた相談・助言等を行うととも

　

に、
関係機関との連絡

令

調整等を進めていく。

和

効率性 １ 達成度 ４

説明

3

令和２年度については

年

、トータルコストが前

度

年度と比較して微増し

事

ている。また、
情報提

務

供（相談）件数が前年

事

度と比較して約５０％

業

減と大きく減少してい

評

ることか
ら単位当たり

価

コストが約１０６％増

表

と大きく増加している

(

。情報提供（相談）の

令

件
数の減については、

和

コロナ禍での影響を少

2

なからず受けたものと

年

考えられる。

度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110403 利用者支援事業(特定型)
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 子育て支援課　子ども政策担当 所管課長名 沼田　多加志

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 子ども・子育て支援法、東久留米市子育て支援事業等利用者支援員設置要領

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

子育て中の親子や妊婦等
対象

事業内容 行政が地域連携の機能を果たすことを前提に、主として保育に関する施設や事業を円滑に利用できるよう支援を

・ 実施する特定型として、平成27年7月から事業を開始した。子育て支援に関する情報収集・提供を行い、必要に

活動手段 応じ相談、助言等を行った。

目的 子育て中の親子や妊婦等が、幼稚園・保育所等の施設あるいは地域の子育て支援事業の中から必要な支援を選択

・ して、円滑に利用できるよう、支援することを目的にする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 情報提供（相談）件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

800 2,292 1,153

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 子育てしやすい環境が整っていると感じている市民の割合（アンケート） 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 50

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 50 50 50

実績値 43 未把握 57

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円



1
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 121 130 82

トータルコスト①＋②　（千円） 2,417 2,605 1,644

単位当たりコスト　（円） 127,211 137,105 137,000

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
公立園では、園庭開放、身体測定、育児相談、観劇会等に地域の保護者も参加し行 保育所の有する子育てに関するノウハウや知見、また場
っている。私立園には同様の活動に対し、運営費に加算し支給している。現在のと 所等を活用し、地域の子育て世帯と交流する事業を実施
ころ業務フローの改善余地等はないが、今後とも効率的・効果的な事務執行に努め していく。また子育て世帯に向けた育児講座や相談事業
ていく。 などを開催し、子育てをする保護者の悩みが少しでも軽

くなるよう努めていく。
新型コロナウイルスにより令和2年度の交流事業で中止
せざるを得ないものが発生した。令和4年度においては
、状況を考慮しつつ実施可能な事業を行う必

　

要がある。

効率性 ３ 達

令

成度 ３

説明
新型コロナ

和

ウイルスにより令和2

3

年度の交流事業で中止

年

せざるを得ないものが

度

多数
発生した。

事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110404 地域の子育て支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 子育て支援課　施設給付係 所管課長名 沼田　多加志

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 児童福祉法

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

小学校就学前児童及び家庭で子育てを行っている保護者		
対象

		

事業内容 異年齢交流事業（七夕祭り、夏祭り、芋掘り、運動会、作品展、園庭開放などへ親子が参加し園児と交流する）

・ を地域の児童及び保護者の参加のもと実施。また併せて園において子育て講座等を実施し子育てにおける相談・

活動手段 助言を行っている。		

目的 保育園が保育の必要性がある児童の保育だけではなく、地域の子育て家庭も支援する。		

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 地域活動実施園の数 単位 園

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

19 19 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 実施事業数 単位 事業

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 200

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 未設定 未設定

実績値 240 200 83

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,296 2,475 1,562

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 1,148 1,237 781

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,148 1,238 78



その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 2,497 2,497 2,497
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 26 26 26

トータルコスト①＋②　（千円） 7,517 7,517 7,517

単位当たりコスト　（円） 30,807 34,641 39,772

目標達成率　（％） 120%以上 56 32

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
この事業については、補助金要綱で運営されている。市は国、都の事業補助を受け 一定の利用者がおり、事業のニーズはあると考える。新
ている。地域にとっては必要な事業である。一般財源としての額は３分の１となっ 型コロナウイルス感染症の影響により、利用者数が減少
ている。現在は、事業を補助する形で実施しており、制度改正、業務フローの改善 している。西部地域の子育て拠点のひとつとして定着し
の余地は見当たらない。 ており、新型コロナウイルス感染症対策を行いながら、

効果的に事業を実施して利用者の増加を図る。

効率性 ２ 達成度 １

説明
事業は下里し

　

おん保育園が行ってい

令

る。今年度は、新型コ

和

ロナウイルス感染症の

3

影
響により利用者数が

年

減少している。事業の

度

一定の効果はあると考

事

えられ、今後も法
人の

務

独自性を勘案し、事業

事

の現状を注視していく

業

。

評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110405 地域子育て支援センター事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 児童青少年課　子ども家庭支援センター 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）児童福祉法（都）子育てひろば事業実施要綱

（市）東久留米市地域子育て支援センター事業費補助要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

子育てに不安を持つ保護者
対象

（補助金交付先）下里しおん保育園

事業内容 「地域子育て支援センター事業実施要綱」の基準により下里しおん保育園にて実施。子育て家庭に対する相談指

・ 導、情報提供および援助。子育て中の親子の交流。地域の保育需要に応じた特別保育事業等を実施する。

活動手段

目的 育児に対する不安を低減する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 事業開催日数 単位 日

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

244 217 189

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 1,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 1,600 1,700 1,800

実績値 2,727 947 581

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 7,491 7,491 7,491

国 2,497 2,497 2,497

上記「事業費 特定財源 都 2,497 2,497 2,497

（実績額）」に



3 1,453 1,519

上記「事業費 特定財源 都 1,333 1,453 1,486

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 1,486
一般財源

一般財源 7,381 6,670 4,835

人件費（理論値）②　（千円） 1,309 1,689 1,737

トータルコスト①＋②　（千円） 11,356 11,265 11,063

単位当たりコスト　（円） 4,671 4,423 9,488

目標達成率　（％） 99 98 90

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は既に委託事業であり、業務フローに改善の余地はない。 本事業は会員同士の相互扶助によるものであり、運営は

社会福祉協議会に委託している。
令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策を行い、会
員数と活動件数の増加を目標として、事業を実施する。

効率性 １ 達成度 ２

説明
新型コロナウイルス感染症の影響によって、ファミリー会員の在宅ワークが増加し
たことや、高齢会員などが活動を自粛したこと等により、サポート活動件数が減少
したこ

　

とから、効率性が低下

令

した。
また、新型コロ

和

ナウイルス感染症拡大

3

防止に伴いPR活動等

年

が十分にできなかった

度

こ
とや、高齢のサポー

事

ト会員の退会等により

務

、ファミリー会員およ

事

びサポート会員の
登録

業

者数が減少し、達成度

評

が低下した。

価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110406 ファミリー・サポート・センター事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市ファミリー・サポート・センター事業実施要綱、児童福祉法第六条の三１４項、社会福祉法第二条３

項二号、子ども・子育て支援法第五十九条十二号

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

ファミリー・サポート・センター会員
対象

事業内容 ファミリーサポートセンター事業委託

・ ・事業説明会（ファミリーサポート会員の募集）・会員に対する講習会開催等

活動手段 ・会員のサポート活動

目的 市内に居住する労働者等の仕事､育児の両立及び地域の子育て支援のための環境整備を行い、会員相互の援助活

・ 動の支援を行う。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 サポート活動件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

2,431 2,547 1,166

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 サポート会員数とファミリー会員数と両方会員数（延べ会員数） 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 800

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 800 800 800

実績値 790 781 716

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 10,047 9,576 9,326

国 1,33



トータルコスト①＋②　（千円） 1,318 1,062 985

単位当たりコスト　（円） 659,000 1,062,000 －

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
会議開催に向けて、開催通知発送、資料作成等の業務フローは決まっており、業務 令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の状況を踏ま
フローに改善の余地はない。 え、本事業を実施することとなるが、引き続き、青少年

健全育成基本方針の活用方法及び周知方法について検討
していく。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
令和２年度は、前年度に引き続き、青少年健全育成基本方針の活用について検討を
行う予定であったが、新型コロナウイルス感染症の影響により、会議を開催するこ
とができなかった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110407 東久留米市青少年問題協議会運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 地方青少年問題協議会法  東久留米市青少年問題協議会条例

東久留米市青少年問題協議会条例施行規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

東久留米市青少年問題協議会
対象

事業内容 市長の諮問にもとづき協議会を開催し、運営する。

・ 協議会は、青少年の健全育成に関する調査・審議をする市長の附属機関であり､青少年健全育成について審議し

活動手段 市長へ答申する。

目的 市長の諮問について、青少年の育成に係わる市民、関係行政庁職員、学識経験者等、協議会の議論を取りまとめ

・ 答申する。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 会議開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

2 1 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 182 161 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 182 161 0

人件費（理論値）②　（千円） 1,136 901 985



0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 2,509 2,455 1,402

人件費（理論値）②　（千円） 2,066 2,151 2,722

トータルコスト①＋②　（千円） 4,575 4,606 4,124

単位当たりコスト　（円） 762,500 921,200 687,333

目標達成率　（％） 90 77 50

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
各地区の生徒数により、補助金の交付額を決定している。業務フローに改善の余地 各中学校地区青少年健全育成協議会が主体となり、青少
はない。 年の健全育成に取り組んでいる。

令和２年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大状況を踏まえ、安全面に配慮しながら、事業を実
施することになるが、市は本事業に補助金を交付し支援
を行う。

効率性 ５ 達成度 １

説明
令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、各青少年健
全育成協議会における活動を縮小したため、事業費が減少した。
活動の縮小に伴い、本事業の延べ参加者数も

　

減少したため、達成度

令

は低下した。

和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110408 中学校地区青少年健全育成協議会支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 各中学校地区青少年健全育成協議会規約

東久留米市青少年対策事業補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 (改正実施年度 平成26年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

中学校地区青少年健全育成協議会
対象

事業内容 ７地区の青少年健全育成協議会に対して、青少年健全育成に係わる活動（社会環境の浄化、青少年の非行防止活

・ 動等）を支援する。

活動手段

目的 ７地区の中学校地区青少年健全育成協議会が、青少年健全育成に係わる活動により社会環境の浄化、青少年の非

・ 行防止活動等を進める。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 地区連絡会実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

6 5 6

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 青少年健全育成協議会事業延べ参加者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 10,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 10,000 10,000 10,000

実績値 9,047 7,749 4,977

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,509 2,455 1,402

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0



3 114

人件費（理論値）②　（千円） 1,363 1,138 1,853

トータルコスト①＋②　（千円） 1,522 1,421 1,967

単位当たりコスト　（円） 304,400 355,250 491,750

目標達成率　（％） 58 43 16

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
各関係機関との調整等を行い、引き続き業務の推進体制等の工夫に努める。 青少年の健全育成事業に対して、市内全域で愛のひと声

運動を推進していくための活動に対する補助である。新
型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、安全面に配慮
しながら、活動を実施していく。

効率性 １ 達成度 １

説明
令和２年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、実施委員会等の会議を
書面開催としたことに伴い、事務量が増え、人件費が増加したことから、効率性が
低下した。
また、地域巡回活動を縮小したため、参加者数は減少し、達成度も低下している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110409 愛のひと声運動支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 愛のひと声運動実施要領

東久留米市愛のひと声運動補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 ■ 行政補完的 □ 政策的 (改正実施年度 平成26年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

愛のひと声運動実施委員会
対象

愛のひと声運動単位実行委員会

事業内容 ①実施委員会会議

・ ②単位実行委員会

活動手段 ③各単位実行委員会での活動（ひと声運動の説明、地域巡回等）

目的 愛のひと声運動実施委員会及び愛のひと声運動単位実行委員会が青少年に対して､日常のあいさつ・ひと声運動

・ から青少年の健全育成を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施委員会等会議開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

5 4 4

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 地域巡回活動延べ参加者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 2,200

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 2,200 2,200 2,200

実績値 1,268 942 341

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 159 283 114

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 159 28



平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 33,815 39,030 36,609

国 3,702 5,780 2,592

上記「事業費 特定財源 都 22,350 25,418 14,327

（実績額）」に その他 24 0 215

係る財源 特定財源に伴う一般財源 7,739 7,832 16,982
一般財源

一般財源 0 0 2,493

人件費（理論値）②　（千円） 59,065 68,940 71,567

トータルコスト①＋②　（千円） 92,880 107,970 108,176

単位当たりコスト　（円） 86,160 98,964 123,207

目標達成率　（％） 91 114 120%以上

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
児童虐待の対応が児童相談所から住民により身近な地域で求められてきており、児 虐待通告は増加の傾向にあり、問題も複雑化しており解
童福祉法に則って事業を行っている。子どもと家庭に関する総合相談、地域組織化 決には専門的な知識、技術が求められている。虐待対応
事業の二本柱で

　

子育て家庭の孤立を防

令

ぎ、虐待予防や問題解

和

決の支援に取り組んで

3

への地域の意識は高ま

年

っており、相談、通告

度

の増加にも
いる。 つな

事

がっている。
コロナ禍

務

に伴い、ひろば事業の

事

利用者が減少したこと

業

に
伴い、ひろば事業に

評

おける相談が減少した

価

ことから児童
相談件数

表

は減少した。
しかし、

(

虐待相談は増加の傾向

令

がみられることから、

和

対

効率性 １ 達成度 ５ 応

2

するために人員増が必

年

要になってきている。

度

また、問
題の複雑化に

振

対応するため、研修等

り

での知識の習得やス
説

返

明
キルアップに取り組

り

んでいる。
解決件数が

)

増加した結果、達成度

新

が上がっている。

規/継続
事務事業名 110410 子ども家庭支援センター運営事業

継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 児童青少年課　子ども家庭支援センター 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）児童福祉法（都）子供家庭支援センター事業実施要綱

（市）東久留米市子ども家庭支援センター家庭支援センター設置条例

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (小平市は指定管理者制度を導入。 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成31年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

子育てについて支援を必要とする１８歳未満の児童及びその保護者
対象

事業内容 子どもと家庭に関する総合相談の実施。またショートステイ等の在宅サービスや、地域における子育て活動の推

・ 進。ひろば事業ではいはいの会、ねんねの会をはじめとした親に対する子育て支援者講座を開き子育ての支援を

活動手段 行う。地域の関係機関と連携し、子育てネットワークの中核機関としての連携の構築を行う。

目的 安心して子育てができる地域の創出

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 子ども家庭支援センターで取り扱った児童相談件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1,078 1,091 878

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 問題解決率(問題解決件数/児童相談件数） 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 35

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 35 35 35

実績値 32 40 64

事業費・人件費等



105 246,500

目標達成率　（％） 73 48 3

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務フローとして、①チラシの作成及び配布、②ＨＰに掲載し本事業を周知してい 昨年度に引き続き新型コロナウイルスの影響で開催回数
る。教育委員会等の関係部署に、開催のチラシの配布を依頼することで業務フロー が減少している。新型コロナウイルスの状況を踏まえ、
を改善している。 安全面に配慮し実施する。

効率性 １ 達成度 １

説明
令和２年度は、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言が発令されたことに伴い、
事業の中止が生じた。緊急事態宣言解除後に事業を再開したものの、参加者数が大
幅に減少し、事業実施の効果が見込めないことから、委託契約期間を４月～８月に
変更し、９月以降の事業実施を見送ったため、効率性及び達成度は低下している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110411 児童の居場所づくり事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市児童の居場所づくり事業実施要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

乳幼児・小学生
対象

事業内容 児童館に係る空白地域において、小学校の体育館等で児童館事業を実施する。

・

活動手段

目的 児童館の持つ機能を地域に広め、様々な遊びを通して、子どもの健全育成を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

48 38 10

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 648

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 648 648 648

実績値 476 313 20

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,894 2,820 1,191

国 1,578 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 1,605 593

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 1,316 0 0
一般財源

一般財源 0 1,215 598

人件費（理論値）②　（千円） 1,849 1,858 1,274

トータルコスト①＋②　（千円） 4,743 4,678 2,465

単位当たりコスト　（円） 98,813 123,



国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 128 506

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 1,577 2,027

トータルコスト①＋②　（千円） 0 1,705 2,533

単位当たりコスト　（円） － 89,737 140,722

目標達成率　（％） － 92 90

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
東久留米市子供食堂推進事業補助金交付要綱及び令和２年度東久留米市「子供の食 令和２年度は、子供家庭支援区市町村包括補助事業を活
の確保」緊急対策事業補助金交付要綱の規定により、交付申請、交付決定、実績報 用して、子供食堂推進事業及び「子供の食の確保」緊急
告、交付金確定、交付金返還等を行うため、業務フローの改善及び制度改正を検討 対策事業を実施し、事業者を支援した。
する余地はない。 子供家庭支援区市町村包括補助事業補助による都補助（

10分の10）は、令和２年度までの時限的なものであり、
令和３年

　

度以降は市に一定の財

令

政的負担が生じること

和

か
ら、本事業は令和２

3

年度で終了する。

効率

年

性 １ 達成度 ３

説明
令和

度

２年度は子供食堂推進

事

事業に加えて、「子供

務

の食の確保」緊急対策

事

事業を実施
したため、

業

トータルコストが増加

評

し、効率性が低下した

価

。

表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110412 子供食堂推進事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期 令和2年度

根拠法令等 子供家庭支援区市町村包括補助事業補助要綱【都】　東久留米市子供食堂推進事業補助金交付要綱【市】

令和２年度東久留米市「子供の食の確保」緊急対策事業補助金交付要綱【市】

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 (改正実施年度 令和2年度) 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 ■ 該当 廃止予定の有無 ■ 該当 (廃止年度 令和2年度)

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (小金井市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市内の子供食堂を実施する団体
対象

事業内容 地域の子供やその保護者が気軽に立ち寄り、栄養バランスの取れた食事を取りながら、相互に交流を行う場を提

・ 供する取組について、東京都に代わり補助する。

活動手段

目的 市内の子供食堂を実施する団体に対し、経費の一部を補助することにより、子供食堂の円滑な推進を図ることを

・ 目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 子供食堂年間実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

未実施 19 18

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 年間延べ参加人数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 ―

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 1,170 1,170

実績値 未実施 1,072 1,058

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 128 506



度

事業費（実績額）①　（千円） 337,525 180,705 180,429

国 59,925 0 704

上記「事業費 特定財源 都 56,318 0 68,400

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 221,282 0 111,325
一般財源

一般財源 0 180,705 0

人件費（理論値）②　（千円） 27,133 6,216 5,790

トータルコスト①＋②　（千円） 364,658 186,921 186,219

単位当たりコスト　（円） 289,641 147,647 161,648

目標達成率　（％） 106 99 40

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
平成３１年１月に中央児童館に指定管理者制度を導入し、市内４児童館全て指定管 市内４児童館全てが指定管理者による管理運営になって
理者が管理運営をしているため、業務フローに改善の余地はない。 いる。新型コロナウイルス感染症の影響が見込まれるが

、感染症予防対策を行い、安定した児童館の管理運営が
行われるように、引き続き指定管理者

　

と連携して本事業
を行

令

っていく。

効率性 ３ 達

和

成度 １

説明
新型コロナ

3

ウイルス感染症の影響

年

により、児童館を休館

度

したことやイベントを

事

中止
したため、利用者

務

数が大きく減少し、達

事

成度が低下した。

業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 110413 児童館管理運営事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援

基本事業名 04 家庭・地域における子育て支援

所管課係名 児童青少年課　児童青少年係 所管課長名 新妻　理成

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 （国）児童館ガイドライン　（都）児童館の設置運営要綱

（市）東久留米市立児童館条例、東久留米市立児童館条例施行規則

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 ■ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 ■ 対象 平成30年度 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

児童館施設利用者
対象

事業内容 指定管理者が管理運営を行う中央児童館、子どもセンターひばり、子どもセンターあおぞら、けやき児童館にお

・ いて、児童館の利用者が自由に遊んだり、各種（年代別）行事を開催している。また、児童館施設利用者が安心

活動手段 して利用できるよう、施設の保守点検・修繕・増改築を行う。

目的 児童館の自由来館や各種（年代別）行事の開催等を通じて、児童館施設利用者が安心して児童館を利用できるよ

・ う管理及び運営を行う。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 年間開館日数 単位 日

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1,259 1,266 1,152

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 150,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 150,000 150,000 150,000

実績値 158,879 148,598 60,618

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年


